（参考様式）（第14条関係）（申請者が法人の場合）
誓約書
年　　月　　日　　
　　　長野県知事　様
主たる事務所　　　　　　　　　　　　　　　　
の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　当法人は、長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例第16条第１項第４号のアからカまでに該当しないことを誓約します。
　また、同条例施行規則で定める役員・使用人については、次のとおりで相違ありません。
	使用人の有無
	

	役員・使用人が有る場合は当該役員及び使用人の役職、氏名、住所及び生年月日
	役職名
	氏名
	住所
	生年月日
	条例第16条第１項第４号のア～カ該当の有無

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（参考様式）（第14条関係）（申請者が個人の場合）
誓約書
年　　月　　日　　
　　　長野県知事　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　私は、長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例第16条第１項第４号のアからカまでに該当しないことを誓約します。
　また、同条例施行規則で定める使用人については、次のとおりで相違ありません。
	使用人の有無
	

	使用人が有る場合は当該使用人の役職、氏名、住所及び生年月日
	役職名
	氏名
	住所
	生年月日
	条例第16条第１項第４号のア～カ該当の有無

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例（抜粋）
　（許可の基準等）
第16条　知事は、第６条の許可の申請があった場合において、当該申請が次のいずれにも適合していると認めるときでなければ同条の許可をしてはならない。
　⑴～⑶　略
　⑷　申請者が次のいずれにも該当しないこと。
　　ア　第23条の規定により許可を取り消され、その取消しの日から１年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る長野県行政手続条例（平成８年長野県条例第１号）第16条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。オにおいて同じ。）であった者で当該取消しの日から１年を経過しないものを含む。）
　　イ　第25条第１項の規定により必要な措置を講ずべき旨の命令を受け、当該措置を完了していない者
　　ウ　第32条の規定により第31条の規定による勧告に係る措置を講ずべき旨の命令を受け、当該措置を完了していない者
　　エ　申請者が太陽光発電施設の設置に関し不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者として規則で定めるもの
　　オ　法人であって、その役員又は規則で定める使用人のうちにアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの
　　カ　個人であって、規則で定める使用人のうちにアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの


	長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例施行規則（抜粋）
　（不正な行為をするおそれがあると認める足りる相当の理由がある者）
第９条　条例第16条第１項第４号のエの規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
　⑴　森林法、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）、電気事業法（昭和39年法律第170号）、都市計画法（昭和43年法律第100号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）、長野県砂防指定地管理条例（平成14年長野県条例第57号）、長野県土砂等の盛土等の規制に関する条例（令和４年長野県条例第33号）又は市町村が定めた土砂等の盛土等の規制に関する条例の規定に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者

　⑵　県の区域において、条例第６条の許可の申請前１年間に次に掲げる処分を受けた者（当該処分による義務を履行した者を除く。）
　　ア　砂防法（明治30年法律第29号）第29条の規定による処分

　　イ　森林法第10条の３、第16条又は第38条第２項の規定による処分

　　ウ　地すべり等防止法第21条第１項の規定による処分

　　エ　宅地造成及び特定盛土等規制法第20条第１項又は第39条第１項の規定による処分

　　オ　都市計画法第81条第１項の規定による処分

　　カ　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第８条第１項の規定による処分

　　キ　条例第32条（条例附則第６項において準用する場合を含む。クにおいて同じ。）の規定による処分

　　ク　市町村が定めた太陽光発電施設の設置等に関する条例の規定に基づく処分（条例第23条（条例附則第６項において準用する場合を含む。）又は条例第32条の規定による処分に相当する処分に限る。）


